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はじめに
非行問題を扱う公的機関は，多岐にわたる。非行少年に関わる公的機関について代表的なものを取
り上げれば，学校，警察，児童相談所，児童自立支援施設，家庭裁判所，保護観察所，少年院等が挙
げられよう。これらの諸機関は，さらにその管轄が関係省庁等において区分されており，時に相互の
連携が不十分であったため，縦割り行政の弊害，あるいは，行政のセクショナリズムの問題として，
その制度的不備がこれまでに何度となく指摘されてきた。非行に関する学術研究についても同様であ
る。例えば，非行の原因論は，これまで主に精神医学，心理学，社会学の学術領域において，独自に
その要因が探求されてきた。医学及び心理学的視点からは，発達上の遅れやパーソナリティの偏り，
衝動統制の困難さ，虐待等の何らかの被害経験に基づく心的外傷性反応が非行のリスク因子として取
り上げられ，また，社会学的観点からは，貧困や雇用状況，反社会的集団との関わり，地域の連帯感
の欠如，人口の流動性の高さ，ラベリングによる相互作用的影響が環境としてのリスク因子として見
出されてきた。現在では，非行の原因は単一の事象に求めることはせず，各々の学術領域の知見を学
際的に折衷し，個別的，環境的因子の累積的かつ相乗的帰結として非行が生じうるとの解釈が定説と
なっている。
これらの学際的知見を非行予防施策に応用するとすれば，その立ち直りの制度と実践を社会内に組
織するために必要な視座は，教育や医療，福祉，司法等，非行少年の処遇に関わる組織の役割を改
めて明確にし，関係機関に周知徹底した上で，個別のケースに応じた多機関連携型の更生支援ネット
ワークを構想することである。そこでは，非行少年や犯罪者をコミュニティに再統合し，就学であれ，
就業であれ，新たな役割を取得させることが焦点となろう。そのためには，対象者のニーズに適した
新たな社会的地位を得られるような社会資源を開拓し，橋渡しする環境的アプローチと新たな社会的
役割を全うしうるソーシャルスキルを効果的な教育実践の下で習得させる個人的アプローチ等がシス
テマティックに構造化される必要がある。また，アイデンティティが自らの意思のみで決定しうるも
のではなく，自己と他者の相互作用の産物であるとするならば，他者が非行少年や犯罪者に付与する
ラベリングの問題もあらためて検討する必要があろう。非行の原因が多面的かつ複合的なものである
ということは，学校教育による生徒指導や道徳教育によるアプローチだけでも，警察による街頭補導
だけでも非行予防や更生の支援には不十分であり，また，学校と警察といった「点と点」の連携だけ
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でも十分とはいえず，地域社会内の公的資源と，さらには，NPOやボランティア団体といった民間
資源をも取り込んだ包括的なアプローチが非行少年の健全育成に希求されるのである。
さて，本稿では学校の生徒指導の新たな展開として，多機関協働・地域包括的な非行予防アプロー
チの一つである「サポートチーム」施策を考察の対象として取り上げる。先に述べたように，非行予
防は，多面的かつ複合的なアプローチが必要で，そのために専門諸機関の連携が求められているとす
れば，サポートチーム施策はそのニーズに応えうるべく構想されたものと捉えられる。
本稿では，第一に，現在の子どもの問題が複雑化している時代背景に鑑み，生徒指導論がどのよう
に再解釈され展開されようとしているのかを略述する。第二に，サポートチーム施策について，主に
文部科学省が主導した研究会等による報告書を資料として，その内実を明らかにする。そのため，ま
ず関係諸機関の連携について「情報連携」から「行動連携」が提唱され始めた 1990年代末から現在
にかけてのサポートチーム施策に関する展開について述べる。そして，文部科学省が提示しているサ
ポートチームのモデル案を示し，その内実について述べる。第三に，サポートチーム施策の効果検証
として，少年非行施策の総合的な評価研究として知られる 2007年 1月に発表された総務省による報
告書『少年の非行対策に関する政策評価書』を検討する。本評価書は，内閣府，国家公安委員会・
警察庁，法務省，文部科学省及び厚生労働省といった関係 5府省庁が関与する非行予防施策の大規模
な評価研究であり，本稿の考察対象であるサポートチームについての評価も実施している。サポー
トチーム施策の内実とその評価に関する以上の検討を通して，サポートチームに代表される更生支援
ネットワークの機能の功罪について考察したい。
１．生徒指導論の新たな展開―問題行動への対応の視点から―
生徒指導の理念は，学校教育全体を通して，一人ひとりの児童生徒の個性の伸長と社会性の醸成と
いう二軸を中心に，自己指導能力を身につけさせることであり，この理念は現在においてもなお通ず
る不易のものである（１）。上述の理念を踏襲して，生徒指導は，従来から各教科や道徳，特別活動，総
合的な学習の時間といった領域的概念ではなく，学校教育全般に機能しうる「機能的概念」として捉
えられてきた。だが，生徒指導，スクールカウンセリングの研究者である八並光俊は，生徒指導が現
在においてもなお「理論なき実践」，「習うより慣れろ方式の実践」にとどまっているという問題認識
の下，これからの生徒指導論が，従来の「生徒指導機能論」を下地にしつつ「専門的援助サービス論」
へと展開していく必要性があることを指摘している（２）。八並による専門的援助サービス論としての生
徒指導の内実は，アセスメント（生徒理解），カウンセリング（教育相談），ガイダンスカリキュラム
（予防・スキル教育），コーディネーション（行動連携・照会），コンサルテーション（専門的助言），
インフォメーション（情報提供・管理），アドボカシー（権利擁護），トランジッション（キャリア移
行援助），アカウンタビリティ（説明責任）の 9つからなる。生徒指導機能論では生徒指導の内実に
関する具体的な共通認識を得ることは困難であったため，今後，現在の多様化，複雑化している生徒
指導上の諸問題への対応を構築することが肝要であり，そのためには，生徒指導の内実を明確にする
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と同時に，その理論的な枠組みづくりと生徒指導実践の基準づくりの必要性があるという。
確かに，現代における暴力行為，不登校，いじめに代表される生徒指導上の諸問題は，都市化や産
業構造の変化，家族構成の変化，高度情報化といった社会全体の変容により，その原因や様相が錯綜
しており，これらの諸問題に適切に対処するためには，それらの問題が学校や家庭を内包した地域社
会という文脈の中にあることをあらためて再確認する必要がある。また，そのために学校は，コミュ
ニティ・ベースの施策の構築と同時に，それらの構築を可能にする生徒指導上の理論モデルが求めら
れている。とりわけ，個々の教員は，問題行動を呈している子どもへの対応に関しては，的確な理論
的視座のもとにアセスメントできる能力，また，子どものニーズに合致した社会資源を見出し，関係
機関と職員を巻き込むコーディネーションの力量が求められている。それらを制度的側面において具
現化したものが，本稿の考察対象である「サポートチーム」という生徒指導の新たな施策であり，現
在，その在り方が模索され続けているのである。
２．学校を基盤とした多機関連携による生徒指導
①情報連携から行動連携への転換
児童生徒の抱える諸問題に対して，学校とその他の専門機関が協働で対応に当たるべきことは，従
来から繰り返し提起され続けてきたが，十分な解決が図られなかった問題の一つである。例えば，少
年非行に対して，学校と警察の連携を図るために設置された学校警察連絡協議会は，遡ること 1963
年の警察庁保安局長，文部省初等中等教育局長通知「青少年非行防止に関する学校警察との連携の強
化について」の発出により規定されている（３）。また，1978年の文部省初等中等教育局長，社会教育
局長通知「児童生徒の問題行動の防止について」では，児童生徒の問題行動防止のために，近隣の学
校，地域社会，関係諸機関・諸団体との緊密な連携をとり，情報交換等の協力を相互に行うよう努め
ることが規定されている（４）。これらの通知には，児童生徒の社会環境の変化や家庭における教育の問
題を取り上げ，教員による生徒指導を有効に機能させるためには，学校だけの取り組みでは限界があ
ることを示しており，我が国において，すでに 50年前から，社会の変動と家庭の養育機能の低下が
察知されており，関係機関との協働による生徒指導の在り方が模索され続けてきたといえよう（５）。上
記の通知が発出された時期は，少年非行の第 2，第 3のピーク時（それぞれ 1964年，1983年）にか
かるものであるが，これらの時期に児童生徒の抱える問題の重要な背景要因の一つとして，社会環境
と家庭の変化という問題認識が構築され，学校とその他関係機関との連携という生徒指導の在り方が
提唱され始めたのである。
だが，多機関連携の在り方に重要な転機をもたらしたのは，1990年代後半からの少年非行第 4期
（1998年と 2003年のそれぞれにピークを迎える）とされる時期に，社会の耳目を集めた少年事件が
頻発し，それら事案の分析と再発抑止という文脈で現れた各種の提言及び施策である。1997年 9月
に，神戸児童連続殺傷事件を踏まえ，児童生徒の問題行動に対応するため，とりわけ，学校と関係諸
機関との連携をどのように図るべきかを検討するため，「児童生徒の問題行動等に関する調査研究協
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力者会議」が組織された。同会議により，1998年に報告書『学校の「抱え込み」から開かれた「連
携」へ―問題行動への新たな対応―』が提出されたが，そこでは，児童生徒の問題行動の背後に，「子
どもの意識と行動の質的変化」があるとし，学校だけでは対応できない問題が増えていることを自覚
する必要性を訴えるとともに，従来の連携が必ずしも実効性のあるものになっていない点を指摘し，
学校側が「抱え込み」意識を捨て，周囲の人々や関係機関と協働して事に当たる姿勢への転換を提言
している（６）。また，2000年に，17歳の少年による重大な非行が連続して発生したことにより，少年
の問題行動等の実態の分析や対応策について検討するために，同年 5月に「少年の問題行動等に関す
る調査研究協力者会議」が設立された。2001年には同会議により，報告書『「心と行動のネットワー
ク」－「心」のサインを見逃すな，「情報連携」から「行動連携」へ』（以下，『心と行動のネットワー
ク』）が出され，従来までの「情報連携」を中心とした在り方から，さらに関連諸機関の足並みをそ
ろえた具体的行動をも求めた「行動連携」が言明されることとなった（７）。本報告書により，行動連携
の具体的在り方の一つとして，学校や教育委員会のみならず，ふさわしい関係機関の職員等が連携し
て指導・支援を行う「サポートチーム」という考え方が登場し，国を挙げて取り組む施策に位置付け
られていくこととなるのである（８）。
②サポートチーム施策の展開
報告書『心と行動のネットワーク』において示されたサポートチーム構想の提言により，以後，そ
の具体的な組織化を示すために，文部科学省主導で研究が進められていくこととなる。国立教育政
策研究所生徒指導研究センターでは文部科学省からの依頼で，サポートチームの具体化を目指し，問
題行動等の対策としての多機関連携システムの構築に向けた調査研究を開始し，2002年 3月に報告
書『問題行動等への地域における支援システムについて』を提出した（９）。本報告書では，主にサポー
トチームの編成・組織化における取組や留意点が示されたが，いくつか例をあげると，どのような問
題行動に対して，どのような機関がコーディネーター役を担うかといったサポートチーム構成の指針
となる整理表を試案として提示し，サポートチームの効果的運用のために「関係機関相互の役割・責
任の明確化」や「地域の人材の活用」，「個人情報への適切な配慮」等の提言を行っている。その他，
2001年の学校教育法の一部改正により，出席停止制度が改善されたことを受け，出席停止期間中の
学習支援等に対するサポートチーム施策の可能性についても言及している。
また，2002年度から 2003年度まで，文部科学省は「サポートチーム等地域支援システムづくり推
進事業」を開始し，機能的かつ効果的なサポートチームの在り方と退職教員や関係機関の職員 OBと
いった地域の人材の活用を検討するために，全国 100地域を指定し，研究を実施している（10）。この
事業は，問題行動防止のための機能的・効果的なサポートチームの在り方や深刻な問題行動の発生に
際しての学校への効果的支援の在り方（例えば，出席停止の児童生徒への学習支援）等を模索したも
のであり，そのために地域の連携の実態調査が行われたのである。
だが，上記のような提言や実態調査が行われ，徐々に連携の重要性が学校現場に浸透していったも
129学校を基盤とした多機関連携による生徒指導の展開（宮古）
のの，児童生徒の暴力行為やいじめ，不登校に代表される問題行動は，依然として憂慮すべき状況に
あり，さらには，児童生徒の加害者化，あるいは被害者化（加害と被害は，時に表裏一体の関係にあ
る）に対する連携の機能不全という問題認識から，文部科学省は 2003年に「学校と関係機関との行
動連携に関する研究会」を立ち上げた。本研究会は，上述の「サポートチーム等地域支援システムづ
くり推進事業」の成果と課題のさらなる検証を目指し，学校と家庭，地域，関係諸機関の有機的か
つ実効的な連携を果たすための具体的方策を示すために組織されたものである。本研究会において，
2004年 3月に報告書『学校と関係機関との行動連携を一層推進するために』（以下，『行動連携を一
層推進するために』）がまとめられたが，これはサポートチーム施策の一つの結実を示したものであっ
た（11）。『行動連携を一層推進するために』の中で，多機関ネットワークの構築と，その延長線上にあ
る具体的な連携の在り方としてのサポートチーム概念のモデルが明示されたのである。
③サポートチームのモデル
報告書『行動連携を一層推進するために』では，日常的な連携の推進を基軸に，「校区内ネットワー
ク」及び「市町村ネットワーク」の整備・拡充，その延長にあるサポートチームの形成・活動・評価
と言った一連の具体的な多機関連携の在り方が提示されている。
サポートチームは，校区内ネットワークと市町村ネットワークから考案されているが，サポート
チームの理念的モデルを把握する上で，これら 2つのネットワークの理解を欠かすことはできない。
校区内ネットワークは，「主として中学校区単位で形成され，学校の生徒指導の機能を強化し，日常
的に児童生徒の問題行動等に対応していくためのものとして位置づけられる」（12）と定義され，市町村
ネットワークは，「当該市町村内において，学校，教育委員会，警察署，少年サポートセンター，児
童相談所，福祉事務所，保健所等の関係機関，民生・児童委員，主任児童委員，保護司，少年警察ボ
ランティア（少年補導員，少年指導委員，少年警察協助員，被害少年サポーター等），PTA等地域の
人材を構成員としたネットワークであり，サポートチームの基盤となるものとして位置付けられる」
（13）と規定されている。すなわち，校区内ネットワークは，中学校区という比較的規模の小さい範囲
において，生徒指導主事等が調整役となり，日常的に学校への協力を要請できる機関と連携を図り，
学校教育の生徒指導体制の拡充と，まだ深化していない問題行動への早期対応を目的とした連携体制
である。一方，市町村ネットワークは，校区内ネットワークのみでは対応が困難な問題に対し，より
広域的な地域資源を動員する必要性により機能する連携体制であり，サポートチームの基盤となるシ
ステムである。校区内ネットワークと市町村ネットワークは相互に独立して存在するわけではなく，
両ネットワークの構成組織は重複しうる関係にある（図 1）。サポートチームとは，児童生徒一人ひ
とりの問題に応じて発動される，関係機関による日常的な連携の維持・発展の具現化といえる。それ
ゆえ，サポートチームは，それ自体が特定の権限を有する独立の組織として存在するわけではなく，
関係諸機関が有するそれぞれの権限の範囲の下で，役割と責任を明確にし，有機的に連結されること
によって，子どもの健全育成という最善の利益の達成のために機能するものなのである。
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３．サポートチームの効果検証―『少年の非行対策に関する政策評価書』をもとに―
サポートチームに代表される具体的かつ実際的な多機関連携アプローチは，現在，学校教育におけ
る生徒指導の新たな在り方の一つであり，また，非行予防という限定的な観点からも最も力点が置か
れている施策の一つである。しかし，サポートチームの理念的モデルが提示されたとはいえ，まだそ
の月日は浅く，総括的にサポートチームの評価及び効果検証を厳密な研究デザインにより実証した研
究は皆無である。そもそも，サポートチームという用語の用いられ方は，自治体により多様であり，
サポートチームという呼称だけをもって，一義的な形態を想定してしまうことには注意が必要であ
る。そのため，サポートチーム施策に関する研究をその名称だけで，同質のものとみなして研究する
ことは，大きな誤りを導くこととなるのであり，広域的なネットワークの実際的連携を調査対象とし
てこそ，サポートチーム施策の評価及び効果検証を可能とするのである。
さて，本節では，2007年 1月に総務省が発表した報告書『少年の非行対策に関する政策評価書』
を概観する（14）。本評価研究は，大規模な非行予防施策の評価研究であり，その分析と成果を考察す
ることで，我が国の非行予防施策が及ぼす総括的な評価を把握できるだけでなく，その研究の限界を
も捉えることで，さらに精度を上げた評価及び効果検証の在り方や方向性に対する示唆を得ることが
できると考える。本節では，本稿の目的に鑑み，サポートチーム施策の効果検証を中心に述べる。
①評価の対象とした施策と効果の把握の手法
我が国の少年非行施策は，主に，内閣府，国家公安委員会・警察庁，法務省，文部科学省及び厚生
労働省の 5府省庁が，単独，または，協働で施策を立て実施しているものが大半であるが，本評価研
図 1　校区内ネットワーク，市町村ネットワーク及びサポートチームの関係
（参考：学校と関係機関との行動連携に関する研究会『学校と関係機関との行動連携を一層推進するために』，
2004，p. 27より一部修正して作成）
【市町村ネットワーク】
地域を包括した広範囲の連携
学校・・・児童生徒及び保護者への指導・支援
警察・・・犯罪行為への対応，少年相談，継続補導等
児童相談所・・・児童生徒及び保護者への指導と相談
主任児童委員・・・保護者への支援，学校と保護者のパイプ役
福祉事務所・・・民生・児童委員との連絡，家庭状況の把握と支援
保護司・・・保護観察中の児童生徒に対する面接の実施，学校との連携
（校区内ネットワークの構成員）
等
【サポートチーム】
個別の児童生徒ごとに組織
小学校
中学校
保護司
主任児童委員
民生・児童委員
少年警察ボランティア
地域の事業所
地域の NPO
等
【校区内ネットワーク】
日常的な連携
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究においては，多数の少年非行対策について，これら関係行政機関の各種施策が総体として，どの程
度の効果をあげているのかについて評価を行い，行政施策の今後の在り方を検討するために行われた
ものである。評価の対象となった少年非行施策は，その目的や施策の対象となる少年に基づいて 6施
策群に区分されて，効果検証が行われている（15）。6施策群とは，①不良行為少年（16）への対応，②い
じめ・校内暴力に起因する非行の防止対策，③初発型非行（17）の防止対策，④薬物乱用防止対策，⑤
再非行（再犯）の防止対策，⑥サポートチームによる連携である（図 2）。
これら施策群の効果を表す指標に少年人口 1,000人当たりの検挙・補導人員等を用いており，統計
上の非行少年の減少に，施策の効果としての意味を与えている。また，検証する少年非行施策の開始
時期は，当然のことながら一律ではないため，2000年を基準に 2005年までの期間において，全国の
数値が減少し，2001年から 2005年までの期間を通じて 2000年の水準よりも低く，それが特定の都
道府県の数値の減少によるものではないと認められる場合に，一定の有効性があると判断している。
だが，「サポートチームによる連携」については，一つのチームが特定の一人の少年に対して指導・
①不良行為少年への対応（平成 17年度予算，13億 7300万円）
・非行防止教室の開催
・警察が行う不良行為等の継続補導と学校が行う生徒指導との連携等を図るための学校警察連絡協議会及び
警察から学校の生徒指導担当教諭等への連絡により，学校における少年の立ち直りのための指導に資する
学校警察連絡制度の運用
・街頭補導活動，環境浄化活動
・少年相談，非行相談，教育相談等の相談窓口の充実
・社会奉仕体験活動の実施，スポーツ教室の開催などの子どもの居場所づくり
②いじめ・校内暴力に起因する非行の防止対策（平成 17年度予算，54億 9600万円）
・生徒指導の充実
・スクールカウンセラー等の配置
・少年相談，人権相談，教育相談等の相談窓口の充実
③初発型非行の防止対策（平成 17年度，4億 8900万円）
・非行防止教室の開催
・街頭補導活動
・少年相談，非行相談，教育相談等の相談窓口の充実
④薬物乱用防止対策（平成 17年度予算，3億 2300万円）
・薬物乱用防止教室の開催，指導者研修等薬物乱用防止教室の充実
・シンポジウム，キャンペーン等の薬物乱用防止の啓発事業
・保健所・精神保健福祉センターによる薬物相談
⑤再非行（再犯）の防止対策（平成 17年度予算，524億 1100万円）
・保護観察所での処遇，少年院等での矯正教育，職業訓練
・保護観察所，少年院等での就労支援
・面接や家庭訪問等により，立ち直りに向けた助言・指導を繰り返し行う継続補導，継続的支援
・少年相談，非行相談，教育相談等の相談窓口の充実
・社会奉仕体験活動の実施，スポーツ教室の開催などの子どもの居場所づくり
・児童自立支援施設での自立支援
⑥サポートチームによる連携（平成 17年度予算，5億 3600万円）
図 2　非行防止に関する 6施策群
（参考：総務省『少年の非行対策に関する政策評価書』，2007, pp.15-21をもとに作成）
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支援等を行う個別処遇が原則であるため，既存の統計データを基に，定量的な把握・分析を行うこと
ができず，個別の事例研究により評価が行われている。なお，本評価書においては，環境的要因を
統制できなかったことが「研究手法上の制約」として述べられている（18）。本評価研究で採用されて
いる手法は，自然科学の分野に代表される無作為化比較試験（randomized controlled trial）のような
強力なエビデンスを担保しうるものではない。非行少年の人口比の増減には施策の効果だけでなく，
諸々の環境的要因（例えば，雇用状況等）の影響も考えられるが，上述の研究手法では，その影響を
測定し除外することができなかったのである。
②サポートチームの評価
「サポートチームによる連携」については，施策群全体として効果を発現しているかどうかを推測
できるまでの定量的な把握・分析を行うことができなかったため，調査対象都道府県において効果を
上げている取組事例及び実務家へのアンケート調査結果から，サポートチームの効果及びチーム形成
上の課題等の整理を行うことにとどまっている（19）。
まず，サポートチーム施策の事例検討から「サポートチームを形成した結果，保護者・家庭に対
する，指導，カウンセリング等の支援を併せて行うことにより，児童生徒の問題行動が解消した例
（15都道府県）」，「児童生徒に対する立ち直り支援を併せて行うことにより，児童生徒の問題行動が
解消，あるいは減少した例（8都道府県）」，「非行の未然防止に役立っている例（2都道府県）」及
び「連携が円滑に行われている例（1都道府県）」を効果的な取組事例として提示している（20）。また，
実務家へのアンケート調査からは，回答率が高い項目順に「少年の問題行動等に対して複眼的な対応
が可能になった（回答率 61.0％）」，「役割分担により，取組が効果的かつ充実したものとなった（回
答率 43.9％）」となっており，サポートチームを効果的な施策と認識している実務家が多いと推測し
ている（21）。さらに，同アンケート調査から，サポートチーム形成上の課題としては，回答率が高い
項目順に「保護者自身が問題意識を持っておらず，非協力的で支援活動を円滑にできない（回答率
60.0％）」，「会議が単なる情報交換の場にとどまってしまい，具体的な対策まで立てられないことが
ある（回答率 56.6％）」となっていることから，保護者の協力をいかに獲得し，サポートチームが形
式的な情報交換の場にとどまらないようにしていくかが必要であると結んでいる（22）。
なお，他の 5施策群についてであるが，「いじめ・校内暴力に起因する非行の防止対策」及び「薬
物乱用防止対策」の 2施策は，一定の効果を発現していると言及し，残りの 3施策は効果の発現を推
測できる状況にはないと結論している（23）。
おわりに―多機関協働のもたらす意義と課題―
本稿では，サポートチーム施策に焦点を当てて，施策の概要と現在の評価研究をレビューすること
で，その意義と評価を明らかにすることを試みた。サポートチームのモデル案を構想した第一人者で
ある森田洋司は，学校を中心とした多機関連携型の非行予防施策には，弱まった地域社会の教育力の
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再生や官民協働による新たな公共性の構築，縦割り行政的な非行予防の限界の克服といった効果が期
待されるとしている（24）。だが，最も重要である点は，社会の中で様々な問題を抱えて逸脱に向かう
少年を単なる威嚇や刑罰によって対処するのではなく，社会の中で自立し参画していく主体へと育て
るための支援を地域全体で創出していく可能性を秘めていることであるという。すなわち，多機関連
携による非行予防は，理念的に「刑罰化」や「厳罰化」とは異なるベクトルをもつ社会施策であり，
社会包摂的な視座を内在させているといえる。
サポートチーム施策の在り方を検討する上で，見落としてならないのは，多機関連携による非行
予防施策が，非行少年を手に負えない存在として学校や地域から排斥し，罰的に司法機関へ追いや
るように機能しているのか，あるいは，支援的環境の中で，アイデンティティの再構築と社会的に
有益な役割付与への援助活動として機能しているかを見定めていくことであろう。米国では，非行少
年の更生を支援する市民団体の活動が活発であるが，今後，我が国においても公的機関による支援
だけでなく，非行少年に新たな役割を与え，自己を再定義しうるような機能をもつ市民団体を活性化
し，連携の網に取り込んでいくことが重要となろう。これは，上述の森田が指摘した官民協働の新た
な公共性の模索につながるだけでなく，地域社会への再統合を至上目的とする「社会的包摂」（Social 
Inclusion）の理念に合致するものといえよう。
前述したように『少年の非行対策に関する政策評価書』によるサポートチームによる連携の評価は，
定量的な効果測定をできていないのが現状であり，今後，より実証的にサポートチームがどのように
運用され，指導・支援の対象となった子どもがどのような予後を辿っているのかを検証していく必要
がある。サポートチームの指導・支援の対象となった子どもが，そもそもの制度の目的に合致して社
会包摂的に処遇されているのか，あるいは他の関係機関へとたらいまわしにされ，社会的排除へとつ
ながる処遇となっているのかという機能的側面からの検証が求められているといえる。
注⑴ 文部省『生徒指導の手引（改訂版）』，大蔵省印刷局，1981，pp. 1–33。
　⑵ 八並光俊，國分康孝編集『新生徒指導ガイド 開発・予防・解決的な教育モデルによる発達的援助』，図書
文化，2009，pp.12–15。
　⑶ http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/seitoshidou/04121504.htm（文部科学省「生徒指導関係略年表につ
いて」）
　⑷ http://www.mext.go.jp/b_menu/hakusho/nc/t19780307001/t19780307001.html（昭和 53年 3月 7日付，文
部省初等中等教育局長，社会教育局長通知「児童生徒の問題行動の防止について」）
　⑸ その後，1980年に文部省初等中等教育局長，社会教育局長通知「児童生徒の非行防止について」が，また，
1981年に文部省初等教育局長通知「生徒の校内暴力等の非行の防止について」といった児童生徒の問題行動
への対応に関する通知が立て続けに発出されている。これらの通知には，関係機関との連携が取組の一つに
掲げられており，少年非行に対してその一層の推進が期待されていた。
　⑹ 児童生徒の問題行動等に関する調査研究協力者会議『学校の「抱え込み」から開かれた「連携」へ―問題
行動への新たな対応―』，1998.
　⑺ 少年の問題行動等に関する調査研究協力者会議『「心と行動のネットワーク」―「心」のサインを見逃すな，
「情報連携」から「行動連携」へ』，2001.
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　⑻ 2003年 12月に，我が国の青少年育成に係る政府の基本理念と中長期的施策の方向性を示した「青少年育
成施策大綱」が内閣府青少年育成推進本部により示されたが，そこでは，学校と関係機関からなるサポート
チーム等の支援システムを構築していくことの必要性が明記されている。なお，2008年 12月に青少年育成
推進本部より新たな「青少年育成施策大綱」が出されているが，それにおいても多機関連携の推進と機能強
化が目指されている。
　⑼ 国立教育政策研究所生徒研究指導センター『問題行動等への地域における支援システムについて』，2002.
　⑽ http://202.232.86.81/b_menu/houdou/16/04/04042704/009/004.htm（文部科学省「サポートチーム等地域
支援システムづくり推進事業」）
　⑾ 学校と関係機関との行動連携に関する研究会『学校と関係機関との行動連携を一層推進するために』，2004.
　⑿ 同上，p. 10.
　⒀ 同上，p. 10.
　⒁ 総務省『少年の非行対策に関する政策評価書』，2007.
　⒂ 本評価研究は，総務省が中心となり，有意抽出した 26都道府県を対象地域に，2005年 8月から 11月まで
を実地調査期間として行われたものである。評価及び効果検証の研究手法であるが，以下の 5つの手段に依っ
ている
 ① 少年人口 1,000人当たり（以下，人口比）の検挙・補導人員の増減により，少年非行の全国的な動向と調
査対象 26都道府県における動向を把握・分析
 ②少年の非行対策に関する国の行政コストを把握・整理
 ③ 少年の非行対策に携わる関係行政機関等の実務者 1万人に対するアンケート調査の結果により，行政が力
を入れるべき対策の重要度と実現度，関係行政機関の連携状況に関する意見等を把握・分析
 ④ 少年の非行対策について，調査対象 26都道府県において効果を挙げている事例を把握・分析
 ⑤ 関係 5府省の少年の非行対策に係る施策について，個別施策ごとに，あるいは，複数の施策の固まりごとに，
効果的に実施されるものとなっているか否かを明らかにするため，施策等の目的・目標の設定状況，その
達成状況を測るための関係指標の設定状況及び関係指標の動向に基づいたフォローアップの実施状況を把
握・分析
  加えて，5つの手法からの効果検証だけでなく，本評価の企画立案及び評価書の取りまとめにあたり，総
務省の政策評価・独立行政法人評価委員会の下に置かれる政策評価分科会の審議に付し，さらに，「少年の非
行対策に関する政策評価」に係る研究会を発足させ，効果の発現状況の把握方法，把握したデータの分析手
法等に対する助言，意見等を得ている。
　⒃ 非行少年は，法的には，主に少年法第 3条第 1項に「審判に付すべき少年」として規定されている犯罪少年，
触法少年及び虞犯少年を指すが，その他に，少年警察活動規則第 2条 6号において，少年法上の非行少年に
は該当しない「不良行為少年」の規定がある。不良行為少年は，「飲酒，喫煙，深夜はいかいその他自己又は
他人の徳性を害する行為をしている少年」のことであり，少年警察活動における街頭補導や少年相談等の対
象となる。
　⒄ 初発型非行とは警察庁の定義によれば，「万引き」，「オートバイ盗」，「自転車盗」及び「占有離脱物横領」
のことを指す（警察庁生活安全局少年課「少年非行等の概要（平成 20年 1月～ 12月）」，2009）。手段が容易
で，犯行動機が単純であるという特徴を持ち，本格的な非行の前段階にあるものと捉えられている。
　⒅ 前掲『少年の非行対策に関する政策評価書』，pp. 22–23.
　⒆ 同上，pp. 70–74.
　⒇ 同上，pp. 70–71.
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　21 同上，p. 73.
　22 同上，pp. 73–74.
　23 これらの結論は，あくまでも推測であることに注意が必要である。本文中にも述べたが，環境因子の影響
135学校を基盤とした多機関連携による生徒指導の展開（宮古）
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を 6施策という非常に大きな枠組みで捉えたことも研究の限界として指摘できよう。例えば，「再非行（再犯）
の防止対策」の領域には，保護観察と少年院の矯正教育が一緒くたにされているが，両者の実践の形態及び
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